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Ⅰ 本 編 

 

１ 目的 

この要領は、「福島県緊急時モニタリング計画」に基づく緊急時モニタリング体制の整備

及び緊急時モニタリングの実施に関して、関係機関との協議のうえ、具体的な実施内容・方

法等を定め、原子力災害時において、国の統括のもと実施される緊急時モニタリングを迅速

かつ効率的に実施することを目的とする。 

 

２ 福島県原子力現地災害対策本部緊急時モニタリング班及び緊急時モニタリングセンター

（ＥＭＣ）の組織・業務等 

  事態の進展に伴い、図１のとおり福島県原子力現地災害対策本部緊急時モニタリング班か

ら緊急時モニタリングセンター（Emergency Radiological Monitoring Center（以下「ＥＭ

Ｃ」という。））の体制へ移行する。 

 

※現在の東京電力福島第一原子力発電所は緊急事態宣言が継続中の状態だが、全てのＥＭＣ

構成要員が常時参集せず、発電所外へ影響が及ぶような事象がある場合に速やかに参集す

ることとしている。 

 

図１ 事態の進展と緊急時モニタリング実施に係る組織移行について 
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（１）福島県原子力現地災害対策本部緊急時モニタリング班 

ア 緊急時モニタリング班の参集 

福島県災害対策本部（以下「県災害対策本部」という。）の設置と同時に、福島県原子

力現地災害対策本部（以下「現地本部」という。）を設置する。現地本部の緊急時モニタ

リング班の構成要員は、県災害対策本部原子力班原子力災害対策・モニタリングユニット

からの要請により参集する。 

警戒事態発生が福島第一原子力発電所の場合は南相馬オフサイトセンター（以下「ＯＦ

Ｃ」という。）、福島第二原子力発電所の場合は楢葉ＯＦＣに参集する。 

 

 

① 環境放射線センターは、警戒事態発生等の有事の際に、モニタリングポスト等のモニタリング情報を原子力

防災課へ報告する 

② 知事が必要と認めたとき、現地本部を設置する。県災害対策本部原子力班モニタリングユニットは、緊急時

モニタリング班の構成機関に対し、電話又は電子メール等で緊急時モニタリング班の要員の参集を要請する。 

※ 参集した要員は、緊急時モニタリング班企画調整グループ総括・調整班に参集を報告し（測定分析担当にお

いては、各施設で参集した要員のリストを取りまとめ、電子メール等で報告する）、総括・調整班は、要員管

理簿（様式２－１）を作成する。 

図２ 緊急時モニタリング班の参集フローについて 
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イ 組織 

県災害対策本部及び現地本部の体制は次のとおりである。ただし、施設敷地緊急事態発

生後、現地本部緊急時モニタリング班は、原子力規制委員会が設置するＥＭＣの体制へ移

行する。 

 

 

図３ 警戒事態における県災害対策本部体制の全体図 
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事務局次長

（危機管理課長）

測定分析担当 情報収集管理グループ企画調整グループ

現地本部副本部長

（相双地方振興局長）

（危機管理部政策監）

緊急時モニタリング班長

（環境放射線センター所長）

緊急時モニタリング副班長

（環境放射線センター次長）
（環境創造センター福島支所長）
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ウ 各機関の動員計画 

   各機関の動員計画は次のとおりとする。 

所属 人数 

環境放射線センター 7 

環境創造センター福島支所 4 

環境創造センター調査・分析部 13 

環境創造センター総務企画部 2 

環境創造センター研究部 5 

原子力防災課 3 

環境共生総室 3 

環境保全総室 2 

食品生活衛生課 1 

県北地方振興局 1 

県中地方振興局 1 

県南地方振興局 1 

会津地方振興局 1 

計 44 
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エ 各グループの配置計画 

   各グループの配置計画は次のとおりとする（Ｇはグループ、Ｔはチームの略）。 

 

 

 

 オ 連絡体制 

各機関への連絡体制については、原子力防災課（県災害対策本部設置時においては原子

力災害対策・モニタリングユニット）が関係機関の連絡体制表を整備し、最新の状態に保

つ。 

 

構成 人数 参集場所
※３

環境放射線センター所長 1

環境放射線センター次長 1

（環境創造センター福島支所長）※１ (1)

環境放射線センター 1

環境創造センター調査・分析部長 Ｇ長 1

原子力防災課 1

環境創造センター総務企画部 1

環境創造センター調査・分析部 2

原子力防災課 Ｇ長 1

環境保全総室 2

環境創造センター総務企画部 1

（原子力防災課）※２ (1)

環境共生総室 3

食品生活衛生課 1

環境放射線センター 2

環境創造センター調査・分析部 1

環境放射線センター Ｇ長 1

環境放射線センター 1

環境創造センター調査・分析部 2

環境創造センター調査・分析部 3

環境創造センター研究部 1

各地方振興局 4

環境創造センター福島支所 1

環境創造センター調査・分析部 2

環境創造センター研究部 4

環境放射線センター 1

環境創造センター福島支所 2

環境創造センター調査・分析部 2

環境創造センター福島支所 1 福島

※１　環境放射線センター次長が不在のときの代行を行う

※２　オフサイトセンター放射線班及び県現地本部連絡調整班と兼務

※３　南相馬：環境放射線センター

　　　 三春　：環境創造センター

　　　 福島　：環境創造センター福島支所

オフサイト
センター

食品生活衛生課が担当

農林水産物Ｔ 環境保全農業課が担当

南相馬

三春

南相馬

連絡班

収集・確認班

情報収集管理G

情報共有システム等
維持・管理班

総括・連絡班

空間線量Ｔ

環境試料Ｔ

採取班

分析班

飲料水Ｔ

測定班

担当

班長

副班長

企画調整G

企画班

総括・調整班

測定分析担当
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 カ 警戒事態における業務 

（ア）緊急時モニタリング班 

  緊急時モニタリング班の業務は以下のとおりとする。 

グループ 業務内容 

企画調整グループ 

①企画班 

・緊急時モニタリング指示書、作業手順書の作成 

②総括・調整班 

・構成機関が行う緊急時モニタリング班構成要員の個人被ばく線量管

理状況の収集 

・文書の原本管理 

・運営支援 

情報収集管理グループ 

①収集・確認班 

・緊急時モニタリング結果及び関連情報の整理 

・緊急時モニタリング結果の妥当性の確認 

・モニタリング地点周辺状況、気象情報等の付与 

②連絡班 

・緊急時モニタリング班内の情報伝達 

・県災害対策本部への情報提供 

・活動内容の記録 

③情報共有システム等維持・管理班 

・情報共有システム及びテレメータの監視、維持 

・モニタリングポスト等の稼働状況の監視、維持 

・異常値への対応 

測定分析担当 

①総括・連絡班 

・各班内のチーム編成 

・緊急時モニタリング指示書の共有及び測定、分析の指示 

・現地における緊急時モニタリング結果及び関連情報の取りまとめと

情報収集管理グループへの報告 

・分析班の分析進捗状況確認 

・屋外で活動する緊急時モニタリング要員のスクリーニング及び屋外

で使用する資機材等の汚染管理 

・情報収集管理グループからの再確認依頼の対応 

・屋外で活動する緊急時モニタリング要員の安全管理 

②測定・採取班 

・緊急時モニタリング指示書に基づくモニタリング実施と報告 

・（既存モニタリングポストが使用不可となった場合）可搬型モニタリ

ングポストの設置 

・自動車走行サーベイの準備 

・屋外で活動する緊急時モニタリング要員の被ばく管理 

③分析班 

・作業場所及び測定器の汚染防止のための養生 

・環境試料の分析、測定の準備 

・分析準備状況の報告 

 

（イ）県内市町村 

  県災害対策本部からの依頼等により県内の各市町村が空間線量率の測定を実施した場

合、モニタリング結果を県災害対策本部原子力班がとりまとめ、緊急時モニタリング班

と共有する。 
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（２）ＥＭＣ 

 ア ＥＭＣ要員の参集 

国の原子力規制庁緊急時対応センター（Emergency Response Center（以下「ＥＲＣ」と

いう。））放射線班は、施設敷地緊急事態に至った際にＥＭＣを立上げることとしている。

県のＥＭＣ構成機関への連絡は以下のとおり。 

 

 
① ＥＭＣセンター長代理は、ＯＦＣにおいて、国（ＥＲＣ放射線班）と通信連絡手段が確保されている状態を確

認する。 

② ＥＭＣセンター長代理はＥＭＣ立上げを宣言するとともに、県災害対策本部原子力班原子力災害対策・モニタ

リングユニットへ、電話又はＦＡＸ等でＥＭＣへの参集要請を行う。 

③ 県災害対策本部原子力班原子力災害対策・モニタリングユニットは、ＥＭＣの構成機関に対し、電話又はＦＡ

Ｘ等でＥＭＣの構成要員の参集を要請する（既に参集している場合は、ＥＭＣ立上げを通知する）。 

④ 緊急時モニタリング班は、ＥＭＣの指揮下に入る。情報収集管理グループは、構成要員に対し、ＥＭＣ立上げ

をラミセス等を使用して周知する。 

※ 新たに参集した要員は、企画調整グループ 総括・調整班に参集を報告し（測定分析担当においては、各施設

で参集した要員のリストを取りまとめ電子メール等で報告する）、総括・調整班は、要員管理簿（様式２－１）

を作成する。 

 

図４ ＥＭＣ要員の参集フローについて 
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環境放射線センター

県中地方振興局県北地方振興局 県南地方振興局 会津地方振興局

県民環境部県民環境部県民環境部県民環境部

食品生活衛生課

環境保全総室

環境共生総室

③EMC立ち上げ通知

国

ERC放射線班

OFC

EMCセンター長代理
①通信手段の確保の確認

②EMC立ち上げ宣言

③EMC立ち上げ通知
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イ 組織 

ＥＭＣの組織は、次のとおりとする。なお、測定分析担当は、「国・関係指定公共機関」、

「緊急時モニタリング班」及び「原子力事業者」で組織する。 

 

 

 

図５  施設敷地緊急事態発生後における緊急時モニタリングに係る体制の全体図 

  

  

オフサイトセンター環境放射線センター及びその他測定機関

県原子力現地災害対策本部

緊急時モニタリングセンター（ＥＭＣ）

国原子力災害現地対策本部

連絡調整班 その他各班

総括班 その他機能班放射線班

現地本部長（副知事）

測定分析担当 情報収集管理グループ企画調整グループ

現地本部副本部長

（相双地方振興局長）

（危機管理部政策監）

センター長代理

①原子力規制庁福島第一原子力規制事務所上席放射線防災専門官

②環境放射線センター所長 （①②の順）

原子力規制庁

緊急時対応センター（ＥＲＣ）

総括班 その他機能班放射線班

官邸

原子力災害対策本部

総括班 その他機能班放射線班

センター長

福島県庁

福島県災害対策本部

事務局

原子力班

総括班 その他各班

原子力災害対策・

モニタリングユニット

発電所監視ユニット

本部長（知事）

副本部長（副知事）

事務局長

（危機管理部長）

事務局次長

（危機管理課長）
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ウ 各機関の動員計画 

各機関の動員計画は、次のとおりとする。 

 

所属 人数 

国 

原子力規制庁長官官房監視情報課放射線環

境対策室長又は原子力規制庁長官官房監視

情報課企画官 

1 

原子力規制庁福島第一原子力規制事務所 

上席放射線防災専門官 
1 

原子力規制庁監視情報課専門官 1 

原子力規制庁 5 

環境省 1 

関係指定公共機関 日本原子力研究開発機構 5 

原子力事業者 東京電力 4 

福島県 

環境放射線センター 7 

環境創造センター福島支所 4 

環境創造センター調査・分析部 13 

環境創造センター総務企画部 2 

環境創造センター研究部 5 

原子力防災課 3 

環境共生総室 3 

環境保全総室 2 

食品生活衛生課 1 

県北地方振興局 1 

県中地方振興局 1 

県南地方振興局 1 

会津地方振興局 1 

計 62 
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エ 各グループの配置計画 

各グループの配置計画は、次のとおりとする。  

 

 

 

 オ 要員への連絡系統 

各機関への連絡体制については、原子力防災課（県災害対策本部設置時においては原子

力災害対策・モニタリングユニット）が関係機関の連絡体制表を整備し、最新の状態に保

つ。  

人数 参集場所
※３

国 1

国 原子力規制庁福島第一原子力規制事務所上席放射線防災専門官 1

福島県 （環境放射線センター所長）※１ 1

国 原子力規制庁監視情報課専門官 Ｇ長 1
原子力
事業者 東京電力 1

環境放射線センター 1

環境創造センター調査・分析部長 1

原子力防災課 1

国 原子力規制庁 1

環境創造センター総務企画部 1

環境創造センター調査・分析部 2

国 原子力規制庁 Ｇ長 1
原子力
事業者 東京電力 3

関係指定
公共機関 日本原子力研究開発機構 1

原子力防災課 1

環境保全総室 2

環境創造センター総務企画部 1

国 原子力規制庁 1

（原子力防災課）※２ (1)

環境共生総室 3

食品生活衛生課 1

環境放射線センター 2

環境創造センター調査・分析部 1

国 原子力規制庁 1

環境放射線センター次長 Ｇ長 1

環境放射線センター 1

環境創造センター調査・分析部 2

環境創造センター調査・分析部 3

環境創造センター研究部 1

各地方振興局 4

環境創造センター福島支所 1

環境創造センター調査・分析部 2

環境創造センター研究部 4

環境放射線センター 1

環境創造センター福島支所 2

環境創造センター調査・分析部 2

環境創造センター福島支所 1 福島

福島県 食品生活衛生課が担当

福島県 環境保全農業課が担当

原子力規制庁 1

環境省 1
関係指定
公共機関 日本原子力研究開発機構 4
原子力
事業者

※１　OFC放射線班班長と兼務
※２　オフサイトセンター放射線班及び県現地本部連絡調整班と兼務
※３　南相馬：環境放射線センター
　　　三春　：環境創造センター
　　　福島　：環境創造センター福島支所

担当 構成

センター長

センター長代理

企画調整G

企画班

福島県

総括・調整班

原子力規制庁長官官房監視情報課放射線環境対策室長又は原子力規制庁
長官官房監視情報課企画官

測定分析担
当 環境試料Ｔ

採取班

福島県

情報収集管理G

収集・確認班

福島県

連絡班
福島県

福島県

オフサイト
センター

福島県

南相馬

三春

総括・連絡班

情報共有システム等
維持・管理班

東京電力原子力事業者G

福島県

国・関係指定公共機関G

福島県Ｇ

空間線量Ｔ 測定班

農林水産物Ｔ

福島県

分析班 福島県

飲料水Ｔ

南相馬

国
南相馬
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カ 施設敷地緊急事態以降の業務 

（ア）ＥＭＣ 

施設敷地緊急事態及び全面緊急事態におけるＥＭＣの各グループの業務は、次のとお

りとする。 

グループ 業務内容 

企画調整グループ 

①企画班 

・緊急時モニタリング実施計画案の修正 

・緊急時モニタリング指示書、作業手順書の作成 

・緊急時モニタリング実施計画の見直し及び必要な知見の提案 

・ERCへの動員要請リストの作成 

②総括・調整班 

・EMC構成機関が行うEMC構成要員の個人被ばく線量管理状況の収集 

・文書の原本管理 

・EMCの運営支援 

情報収集管理グループ 

①収集・確認班 

・緊急時モニタリング結果及び関連情報の整理 

・緊急時モニタリング結果の妥当性の確認 

・モニタリング地点周辺状況、気象情報等の付与 

・モニタリング結果妥当性確認における再確認 

②連絡班 

・ERC放射線班との情報伝達 

・EMC内の情報伝達 

・OFC放射線班との情報伝達 

・県災害対策本部への情報提供 

・活動内容の記録 

③情報共有システム等維持・管理班 

・情報共有システム及びテレメータの監視、維持 

・モニタリングポスト等の稼働状況の監視、維持 

・異常値への対応 

測定分析担当 

①総括・連絡班 

・各班内のチーム編成 

・緊急時モニタリング指示書の共有及び測定、分析の指示 

・現地における緊急時モニタリング結果及び関連情報の取りまとめと

情報収集管理グループへの報告 

・分析班の分析進捗状況確認 

・屋外で活動する緊急時モニタリング要員のスクリーニング及び屋外

で使用する資機材等の汚染管理 

・情報収集管理グループからの再確認依頼の対応 

・屋外で活動する緊急時モニタリング要員の安全管理 

②測定・採取班 

・緊急時モニタリング指示書に基づくモニタリング実施と報告 

・（既存モニタリングポストが使用不可となった場合）可搬型モニタ

リングポストの設置 

・自動車走行サーベイ 

・屋外で活動する緊急時モニタリング要員の被ばく管理 

③分析班 

・作業場所及び測定器の汚染防止のための養生 

・環境試料の分析、測定、保管 

・分析進捗状況の報告 
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（イ）県内市町村 

県災害対策本部からの依頼等により県内の各市町村が空間線量率の測定を実施した場

合、モニタリング結果を県災害対策本部原子力班がとりまとめ、ＥＭＣと共有する。 

 

（３）ＥＭＣの設置場所 

 ＥＭＣは、国が原子力災害現地対策本部を設置したＯＦＣに設置する。 
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３ 緊急時モニタリング用資機材の整備・維持管理 

（１）緊急時モニタリングに用いる各種システム 

   県は、国とともに、次のシステムを整備・維持管理する。 

システム名 概   要 

環境放射能監視テレ

メータシステム 

固定観測局の測定データを収集するシステム 

○収集データ 

・ 固定観測局（県設置５３局）の空間線量率、大気浮遊じん

中放射能濃度、気象 

○端末設置場所 

・ 環境創造センター、環境放射線センター、福島支所 

・ 県庁 

・ 各市町村※１ 

・ オフサイトセンター（南相馬市及び楢葉町） 

モニタリング情報共

有システム（ラミセ

ス） 

〇屋外端末 

モニタリング要員が、屋外でモニタリング活動を実施する際、

モニタリング要員間や本部（県災害対策本部・ＥＭＣ）におい

て、モニタリング情報及び関連情報を共有するシステム。 

〇屋内端末 

拠点間において、専用回線を用いてモニタリング情報及び関

連情報を共有するシステム。 

屋内端末設置場所 

・ 環境放射線センター 

・ 県庁 

・ オフサイトセンター（南相馬市及び楢葉町） 

緊急時連絡網システ

ム 

原子力災害時の通信連絡の利用するシステム。IP-電話、IP-

FAX、TV会議システムを通じて各拠点間の連絡を行う  

端末設置場所 

・ 環境創造センター、環境放射線センター、福島支所 

・ 県庁 

・ 福島県警察本部 

・ 関係市町村※１ 

・ 各地方振興局※２ 

・ オフサイトセンター（南相馬市及び楢葉町） 

・ 関係市町村を管轄する消防本部※３ 

ＫＵＲＡＭＡ-Ⅱシ

ステム 

車両に搭載された線量率測定器で空間線量率を測定、同時に

位置情報を自動的に記録することで、パソコンの地図上に行程

中の空間線量率を随時表示するシステム 

福島県ではＫＵＲＡＭＡ-Ⅱを７０台整備している。 
※１ いわき市、田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江

町、葛尾村、飯舘村の１３市町村 

※２ 県北、県中、相双、いわき地方振興局 

※３ いわき市消防本部、伊達地方消防組合消防本部、相馬地方広域消防本部、双葉地方広域市町村圏組

合消防本部、郡山地方広域消防組合消防本部 

 

（２）緊急時モニタリングに用いる資機材等 

福島県は、モニタリング機器・分析機器・通信機器・防護用資機材等を整備・維

持管理する。なお、資器材等の数量・仕様については別途作成する。 
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４ 緊急時モニタリングの測定項目等 

（１）空間線量率 

 ア モニタリングポスト及びリアルタイム線量測定システムにおける測定 

  固定観測局・国設置の可搬型モニタリングポスト・リアルタイム線量測定システムにお

いて、空間線量率を連続測定する。各モニタリングポストの設置場所等については、環境

放射能等測定計画書（福島県）1を参照するとともに、モニタリングポスト関連情報（福島

県ホームページ）2又は放射線モニタリング情報共有・公表システム（原子力規制委委員会）
3を参考とする。 

なお、防護措置実施単位とモニタリングポストの組合せについては、第８回福島地域原

子力防災協議会作業部会（令和５年７月27日開催）及び第９回福島地域原子力防災協議会

作業部会（令和６年８月１日開催）において、原子力規制庁監視情報課より報告がなされ

た「防護措置実施単位とモニタリングポストの組合せ一覧表」を参照する。ただし、これ

らの報告以降に新たな組合せが報告されている場合には、最新の内容を参照することとす

る。 

 

イ 可搬型モニタリングポストによる測定 

  既設のモニタリングポスト等が機器異常等により測定不可能になった場合、必要に応じ

て、代替的に可搬型モニタリングポストを設置し、空間線量率を連続測定する。  

事故の進展に応じて、可搬型モニタリングポストを用いて、居住地域（退避した地域を

除く）及び避難場所や避難中継場所など住民が一時滞在する場所等で空間線量率を測定す

る。 

 

ウ モニタリングカーによる測定 

あらかじめ定められたルートを基本として、必要に応じ、走行サーベイを実施する。そ

の後、事故の進展等に応じて、現地本部緊急時モニタリング班企画調整Ｇ（施設敷地緊急

事態後は、ＥＭＣ企画調整Ｇ）の指示に基づき測定を行う。 

なお、走行サーベイ候補地点は福島県原子力災害広域避難計画における避難ルート図4を

参照する。 

 

 エ サーベイメータによる測定 

既設のモニタリングポスト等が機器異常等により測定不可能になった場合、必要に応じ

て、緊急時モニタリング班企画調整Ｇ（施設敷地緊急事態後は、ＥＭＣ企画調整Ｇ）の指

示に基づき、サーベイメータによる測定を随時実施する。 

 

                                                 
1 URL：http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/genan225.html 

2 URL：http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/ps-kukan-monitoring.html 

3 URL：https://www.erms.nsr.go.jp/nra-ramis-webg/ 

4 「福島県原子力災害広域避難計画」（第五版令和６年３月２９日、福島県）における参考資

料のうち、「１．関係市町村別資料（２）避難ルート図」を参照する。ただし、同計画の改定

がなされている場合には、最新の計画を参照すること。 
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（２）大気中の放射性ヨウ素濃度 

 ア 固定観測局における試料採取 

 県設置固定観測局のダスト、ヨウ素採取装置を用いて大気試料を採取し、ろ紙及び活性

炭カートリッジを回収後、ゲルマニウム半導体検出器で放射性ヨウ素濃度を分析する。 

なお、固定観測局の設置場所は、環境放射能等測定計画書（福島県）を参照する。 

 

 イ 可搬型サンプラによる試料採取 

事故の進展に応じて、可搬型サンプラを用いて、居住地域（退避した地域を除く）及び

避難場所や避難中継場所など住民が一時滞在する場所等で大気試料を採取する。 

なお、大気試料採取候補地点は、環境放射能等測定計画書（福島県）を参照する。 

 

（３）環境試料中の放射性物質濃度 

 ア 飲食物の分析 

原子力災害対策指針（令和６年９月11日、原子力規制委員会）において運用上の介入レ

ベル（Operational Intervention Level（以下「ＯＩＬ」という。））の初期設定値とし

て設定された飲食物に係るスクリーニング基準（0.5μSv／ｈ）※を超えた地域において、

水及び農産物等を採取し、ゲルマニウム半導体検出器で分析する。 

※飲食物に係るスクリーニング基準の概要については以下のとおり。 

基準の種類 基準の概要  初期設定値 防護措置の概要 

飲食物に係るスク

リーニング基準 

ＯＩＬ６による飲食物の

摂取制限を判断する準備

として、飲食物中の放射

性核種濃度測定を実施す

べき地域を特定する際の

基準。 

0.5μSv/h※１ 

（地上１m で計測した場合

の空間放射線量率） 

数日内を目途に飲

食物中の放射性核

種濃度を測定すべ

き区域を特定。 

※１ 実効性を考慮して、計測場所の自然放射線によるバックグラウンドによる寄与も含め

た値とする。 

（出典元：原子力災害対策指針（令和６年９月１１日一部改正）） 

 

（ア）水道水 

   地点の選定にあたっては、関係機関（福島県保健福祉部及び各市町村等水道担当部局）

と調整し、風向などの気象状況及び水源の種類や水道施設の稼働状況等を考慮する。 

採取地点は、浄水場や配水池等の水道施設、又は給水区域を代表とする地点とし、水

道施設設置者に対し、関係機関を通じて試料の提供及び採取を依頼する。可能であれば

浄水に加え、原水も合わせて採取する。 

なお、水道水採取候補地点は、環境放射能等測定計画書（福島県）及び「参考資料 福

島県内水道水モニタリング検査採水地点一覧」を参照する。 

  

（イ）野菜、原乳等 

地点の選定にあたっては、関係機関（福島県農林水産部）と調整し、風向などの気象

状況を考慮する。 
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農作物については、大気中の放射性物質が付着し影響が早期に現れる『葉菜』を優先

し、葉菜の入手が困難な場合は、指標植物（ヨモギ等）で代替することも検討する。 

試料の提供及び採取は、関係機関を通じて関係団体又は生産者に依頼する。 

試料は、１試料につき同一品目で複数個体用意し、生産地点の明らかなものとする。 

 

 イ 土壌等の分析 

   環境放射線の状況に関する情報収集のため、土壌等の環境試料を分析する。 

地点選定に当たっては、空間線量率、気象状況、地形等を考慮する。 

採取地点は、空間線量率測定地点の周辺の公共の公園やグラウンド等とし、現地状況に

より適当な地点で採取できない場合には、近辺の道路脇などの未耕地などで採取する。 

なお、土壌の採取候補地点は、環境放射能等測定計画書（福島県）に記載する。 

 

（４）測定・分析方法 

ア 走行サーベイ 

（ア）モニタリングカーによる測定 

モニタリングカーにより走行サーベイを実施する。測定方法は福島県緊急時モニタリ

ングマニュアルを参照のこと。 

 

（イ）ＫＵＲＡＭＡ－Ⅱによる測定 

車内にＧＰＳ連動型空間線量率自動記録システム「ＫＵＲＡＭＡ－Ⅱ」を地上１ｍの

高さ（座席の上など）になるよう設置し測定する。測定方法は福島県緊急時モニタリン

グマニュアルを参照のこと。 

 

イ サーベイメータによる測定 

地上１ｍの高さにおける空間線量率を測定する。測定方法は福島県緊急時モニタリング

マニュアルを参照のこと。 

 

ウ 環境試料の採取・分析 

福島県緊急時モニタリングマニュアルを参照し、環境試料の採取及び分析を行う。 
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５ 緊急時モニタリングの実施 

緊急事態の進行に伴い、図６のとおり緊急時モニタリングを実施する。 

 

 

ＵＰＺ：緊急時防護措置を準備する区域（Urgent Protective action planninig Zone） 

ＰＡＺ：予防的防護措置を準備する区域（Precautionary Action Zone） 

 

図６ 緊急時モニタリングの初動対応について 
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（１）警戒事態（ＥＭＣ設置前）における環境放射線モニタリング 

   警戒事態発生後、現地本部緊急時モニタリング班は次の環境放射線モニタリングを実施

する。 

項 目 内 容 

固定観測局による監視強

化 

環境放射能監視テレメータシステムにより観測局の監視を強化 

【測定地点】５３地点 

【測定項目】空間線量率、大気浮遊じん中放射能濃度、気象 

国設置可搬型モニタリン

グポスト及びリアルタイ

ム線量測定システムによ

る監視強化 

原子力規制委員会ＨＰで、国設置可搬型モニタリングポスト及び

リアルタイム線量測定システムの測定値を確認 

【測定地点】約３５００地点 

【測定項目】空間線量率 

可搬型モニタリングポス

トによる測定 

可搬型モニタリングポストを設置し、空間線量率を測定 

【測定地点】測定不能の固定観測局のバックアップ 

モニタリングカーによる

走行サーベイ 

走行サーベイの準備 

大気中放射性ヨウ素の採

取 

連続採取していない固定観測局によるヨウ素の採取準備 

 

（２）施設敷地緊急事態（ＥＭＣ設置後）における初期モニタリング 

 施設敷地緊急事態発生後、モニタリング実施計画に基づき、ＥＭＣは次の緊急時モニタ

リングを実施する。 

項 目 内 容 

固定観測局による監視強

化の継続 

環境放射能監視テレメータシステムにより観測局の監視強化を

継続 

【測定地点】５３地点 

【測定項目】空間線量率、大気浮遊じん中放射能濃度、気象 

国設置可搬型モニタリン

グポスト及びリアルタイ

ム線量測定システムによ

る監視強化 

原子力規制委員会ＨＰで、国設置可搬型モニタリングポスト及び

リアルタイム線量測定システムの測定値を確認 

【測定地点】約３５００地点 

【測定項目】空間線量率 

可搬型モニタリングポス

トによる測定 

可搬型モニタリングポストを設置し、空間線量率を測定 

（継続又は地点追加） 

【測定地点】測定不能の固定観測局のバックアップ 

モニタリングカーによる

走行サーベイ 

必要に応じて、走行サーベイを実施する 

大気中放射性ヨウ素濃度

の分析 

固定観測局のヨウ素採取装置及び可搬型ヨウ素サンプラによる

ヨウ素の採取開始並びにヨウ素カートリッジの交換 
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（３）全面緊急事態における初期モニタリング 

放射性物質の地表沈着後、モニタリング実施計画に基づき、ＥＭＣは次の緊急時モニタ

リングを実施する。 

項 目 内 容 

固定観測局による監視強

化の継続 

環境放射能監視テレメータシステムにより観測局の監視強化を

継続 

【測定地点】５３地点 

【測定項目】空間線量率、大気浮遊じん中放射能濃度、気象 

国設置可搬型モニタリン

グポスト及びリアルタイ

ム線量測定システムによ

る監視強化 

原子力規制委員会ＨＰで、国設置可搬型モニタリングポスト及び

リアルタイム線量測定システムの測定値を確認 

【測定地点】約３５００地点 

【測定項目】空間線量率 

可搬型モニタリングポス

トによる測定 

可搬型モニタリングポストを設置し、空間線量率を測定 

（継続又は地点追加） 

【測定地点】測定不能の固定観測局のバックアップ 

モニタリングカーによる

走行サーベイ 

避難ルートのサーベイを行うとともに、線量率が0.5μSv／ｈを

超えるおそれがあると予想される場合は、ＵＰＺ圏外にモニタリ

ング範囲を拡大 

大気中放射性ヨウ素濃度

等の分析 

固定観測局のヨウ素採取装置に加え、可搬型サンプラで大気試料

を採取し、ゲルマニウム半導体検出器で分析する 

【測定地点】線量率の上昇地点 

飲食物の分析 空間放射線量率が0.5μSv／ｈを超えた場合は、その地域で生産

された飲食物の放射性物質濃度を分析する 

【対象試料】飲料水、野菜、原乳等 

土壌等の分析 必要に応じて、土壌等の放射性物質濃度を分析する 

【対象試料】土壌、指標植物 
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（４）中期モニタリング 

   中期モニタリングは、放射線又は放射性物質の周辺環境に対する全般的影響の評価・確

認、人体への被ばく評価、各種防護措置の実施・解除の判断、風評対策等に用いる。 

   中期モニタリングでは、初期モニタリング項目を充実させるとともに、住民等の被ばく

線量を推定する。 

 

（追加項目） 

項 目 内 容 

環境試料の分析 原子力発電所周辺監視計画等で対象としている試料を含む多種類

の環境試料について、測定対象とする核種を増やすなど、より詳細

な放射性物質濃度を分析する 

【対象試料】飲食物、土壌、指標植物等 

放射性ストロンチウム

及びプルトニウムの分

析 

必要に応じて環境試料中の放射性ストロンチウム及びプルトニウ

ムを分析する 

【対象試料】水道原水、土壌等 

 

 

（５）復旧期モニタリング 

   復旧期モニタリングは、初期及び中期モニタリングの結果、発災原子力発電所の事故形

態及び復旧状況等を踏まえ、国が計画を策定する。 
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６ モニタリングの指示、結果の公表 

（１）ＥＭＣ設置前 

ア モニタリングの企画及び指示（農林水産物以外） 

企画調整グループは環境放射線モニタリングの強化の指示書案（様式３－１）を定め、

緊急時モニタリング班長（以下「班長」という。）の承認を得た後、測定分析担当に指示

する。 

測定分析担当は、指示書に基づくモニタリング活動を行うための班編成や手順書を作成

し、モニタリングカーによる走行サーベイの準備や可搬型モニタリングポスト設置等を実

施する。 

モニタリングカーによる走行サーベイ結果等は、測定分析担当から情報収集管理グルー

プに報告し、情報収集管理グループは観測局データなどすべてのモニタリング結果を取り

まとめ、企画調整グループに報告する。 

 

 
① 情報収集管理グループは、県災害対策本部原子力班よりプラント状況や気象状況等の情報提供を受ける。 

② 情報収集管理グループは、①で提供された情報及びモニタリングポストのデータを集約し、企画調整グループ

に送付する。 

 
※ 市町村が独自にモニタリングを実施した場合は、市町村は県災害対策本部原子力班に報告し、原子力班は情報

収集管理グループに送付する。 

既設災害現地対策本部

緊急時モニタリング班

測定分析担当

情報収集管理グループ

企画調整グループ

緊急時モニタリング班長

（環境放射線センター所長）

県災害対策本部

原子力班

市町村

放射線班

福島県庁 環境保全農業課 農林水産物 分析機関

水道水 分析機関

②情報提供（①及びMPデータ）

①情報提供（プラント状況・気象状況等）

福島県庁 食品生活衛生課
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① 企画調整グループは、指示書（案）（様式３－１）を作成し、班長の承認を受ける。 

② 企画調整グループは、班長に承認された指示書を情報収集管理グループに送付する。 

③ 情報収集管理グループは、測定分析担当に電子メール、ＦＡＸ、緊急時連絡網システム等を用いて指示書を送

付する。水道水のモニタリングにおいては、食品生活衛生課を経由して、水道水 分析機関に指示書を送付する。 

④ 情報収集管理グループは、県災害対策本部原子力班及び既設災害現地対策本部放射線班に指示書を送付する。

また、情報収集管理グループは、ラミセス等の情報共有システムに指示書の情報を入力し、現場で活動している

測定分析担当及び県災害対策本部原子力班と情報を共有する。 

 

 イ モニタリングの企画及び指示（農林水産物） 

 

① 企画調整グループは、農林水産物モニタリングの実施を企画する。情報収集管理グループを通じて、調査する

農林水産物の項目の検討を既設災害現地対策本部放射線班に依頼する。 

② 既設災害現地対策本部放射線班は、県環境保全農業課を通じて、採取可能な農林水産物の調査品目についての

情報を取得し、情報収集管理グループに送付する。 

③ 情報収集管理グループは、既設災害現地対策本部放射線班から送付された農林水産物の調査品目の情報を企画

調整グループへ送付する。 

 

 

緊急時モニタリング班

①指示書（案）の作成、承認

既設災害現地対策本部

測定分析担当

情報収集管理グループ

企画調整グループ

緊急時モニタリング班長

（環境放射線センター所長）

県災害対策本部

原子力班

市町村

放射線班

福島県庁 環境保全農業課 農林水産物 分析機関

水道水 分析機関

②指示書の送付

③指示書の送付

③指示書の送付

④指示書の情報共有

④指示書の情報共有

福島県庁 食品生活衛生課

既設災害現地対策本部

緊急時モニタリング班

測定分析担当

情報収集管理グループ

企画調整グループ

緊急時モニタリング班長

（環境放射線センター所長）

県災害対策本部

原子力班

市町村

放射線班

福島県庁 環境保全農業課 農林水産物 分析機関

水道水 分析機関

③情報提供

（農林水産物

モニタリング

実施品目等）

②モニタリング実施品目等の調整

①農林水産物モニタリング実施依頼

福島県庁 食品生活衛生課



23 

 
① 企画調整グループは、農林水産物モニタリングの指示書（案）（様式３－１）を作成し、班長の承認を受ける。 

② 企画調整グループは、承認された指示書を情報収集管理グループへ送付する。 

③ 情報収集管理グループは、既設災害現地対策本部放射線班に指示書を送付する。 

④ 既設災害現地対策本部放射線班は、県環境保全農業課及び県災害対策本部原子力班に指示書を送付する。 

⑤ また、情報収集管理グループは、ラミセス等の情報共有システムに指示書の情報を入力し、現場で活動してい

る測定分析担当及び県災害対策本部原子力班と情報を共有する。 

 

 

ウ 緊急時モニタリング結果の報告及び公表 

緊急時モニタリング班から報告を受けた県災害対策本部はホームページ等でモニタリン

グ結果等を速やかに公表する。 

 
① 農林水産物分析機関は、農林水産物モニタリングの結果をＦＡＸ又は電子メール等で既設災害現地対策本部放

射線班へ送付する。 

水道水分析機関は、水道水モニタリングの結果を食品生活衛生課を経由しＦＡＸ又は電子メール等で情報収

集管理グループへ送付する。 

測定分析担当は、モニタリングの結果をＦＡＸ、電子メール又はラミセス等で情報収集管理グループへ送付す

る。 

② 既設災害現地対策本部放射線班は、農林水産物モニタリングの結果を情報収集管理グループへ送付する。 

③ 情報収集管理グループは、各モニタリングの結果を集約し、班長に報告する。 

緊急時モニタリング班

既設災害現地対策本部

測定分析担当

情報収集管理グループ

企画調整グループ

緊急時モニタリング班長

（環境放射線センター所長）

県災害対策本部

原子力班

市町村

放射線班

福島県庁 環境保全農業課 農林水産物 分析機関

水道水 分析機関

②指示書の送付

②指示書（案）の作成・承認

③指示書の送付

④指示書の送付

⑤指示書の情報共有

福島県庁 食品生活衛生課

⑤指示書の情報共有

既設災害現地対策本部

緊急時モニタリング班

測定分析担当

情報収集管理グループ

企画調整グループ

緊急時モニタリング班長

（環境放射線センター所長）

県災害対策本部

原子力班

市町村

放射線班

福島県庁 環境保全農業課 農林水産物 分析機関

水道水 分析機関

③調査結果の報告

①調査結果の送付

①調査結果の送付

①調査結果の送付②調査結果の送付

福島県庁 食品生活衛生課

③調査結果の報告
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① 班長は調査結果を承認する。 

② 情報収集管理グループは、承認された調査結果を県災害対策本部原子力班、既設災害現地対策本部放射線班及

び各測定分析担当に送付する。既設災害現地対策本部放射線班は県環境保全農業課へ調査結果を通知する。 

③ 情報収集管理グループは承認された調査結果をラミセス等の情報共有システムに入力し、現場で活動している

測定分析担当及び県災害対策本部原子力班と情報を共有する。 

④ 県災害対策本部原子力班は、ＦＡＸ又は緊急時連絡網システム等を用いて市町村に調査結果を送付する。また、

県災害対策本部原子力班は調査結果の公表資料を作成し、県災害対策本部が一元的に公表を行う。 

  

既設災害現地対策本部

緊急時モニタリング班

測定分析担当

情報収集管理グループ

企画調整グループ

緊急時モニタリング班長

（環境放射線センター所長）

県災害対策本部

原子力班

市町村

放射線班

福島県庁 環境保全農業課 農林水産物 分析機関

水道水 分析機関

①調査結果の承認

③調査結果の送付

③調査結果の送付③調査結果の送付

②調査結果の送付

④調査結果の送付

公表

福島県庁 食品生活衛生課
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（２）ＥＭＣ設置後 

ア モニタリングの企画及び指示（農林水産物以外） 

ＥＲＣで作成した「緊急時モニタリング実施計画」に基づき、企画調整グループは詳細

な実施内容（指示書）案を作成し、センター長、センター長代理の承認を得た後、情報収

集管理グループを通じて測定分析担当に属する「福島県」、「国・関係指定公共機関」、

「関係府県モニタリング本部」、「原子力事業者」の各組織にモニタリングを指示する。 

指示を受けて、ＥＭＣ測定分析担当は、緊急時モニタリング活動を行うための班編成を

行うとともに、環境試料採取等の指示書を基に測定手順書（任意様式）を作成し、現地活

動班に指示する。 

環境試料の分析結果等は、ＥＭＣ測定分析担当から情報収集管理グループに報告する。

情報収集管理グループはすべてのモニタリング結果を取りまとめ、企画調整グループ、Ｅ

ＲＣ及びＯＦＣに報告する。 

企画調整グループは、必要に応じて、モニタリング結果について技術的考察を行い、Ｅ

ＲＣに報告する。 

 
① ＥＲＣ放射線班は、情報収集管理グループにモニタリング実施計画（案）を送付する。 

② 情報収集管理グループは、モニタリング実施計画（案）を企画調整グループに送付する。 

③ 情報収集管理グループは、ＯＦＣ放射線班よりプラント状況や気象状況等の情報提供を受ける。 

④ 情報収集管理グループは、③で提供された情報及びモニタリングポストのデータを集約し、企画調整グループ

に送付する。 

⑤ 企画調整グループは、現地状況に応じて同実施計画案の修正及び関連資料の添付等を行い、センター長へ送付

する。 

⑥ センター長は、モニタリング実施計画（案）を承認し、情報収集管理グループに送付する。 

⑦ 情報収集管理グループは、センター長により承認されたモニタリング実施計画（案）をＥＲＣ放射線班に送付

する。 

⑧ ＥＲＣ放射線班は、モニタリング実施計画を情報収集管理グループに送付する。 

⑨ 情報収集管理グループは、企画調整グループへモニタリング実施計画を送付する。 

※ 市町村が独自にモニタリングを実施した場合は、市町村は県災害対策本部原子力班に報告し、原子力班は情報

収集管理グループに送付する。 

OFC

ＥＲＣ

県災害対策本部

ＥＭＣ

測定分析担当

企画調整グループ

原子力班

市町村

センター長

放射線班

放射線班

福島県庁 環境保全農業課 農林水産物 分析機

水道水 分析機関

②モニタリング実施計画（案）の送付

④情報提供（③及びMPデータ）

⑨モニタリング実施計画の送付

⑤モニタリング実施計画（案）

の送付

③情報提供（プラント状況・気象状況等）

①モニタリング実施計画（案）の送付

⑧モニタリング実施計画の送付

⑥モニタリング実施計画

（案）の承認

⑦モニタリング実施計画（案）の送付

福島県庁 食品生活衛生課

情報収集管理グループ
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① 企画調整グループは、指示書（案）（様式３－１）を作成し、センター長の承認を得る。 

② 企画調整グループは、センター長に承認された指示書を情報収集管理グループに送付する。 

③ 情報収集管理グループは、測定分析担当に電子メール、ＦＡＸ、緊急時連絡網システム、情報共有システム等

を用いて指示書を送付する。水道水のモニタリングにおいては、県食品生活衛生課を経由して、水道水 分析機

関に指示書を送付する。 

④ 情報収集管理グループは、ＯＦＣ放射線班及びＥＲＣ放射線班に指示書を送付する。また、情報収集管理グル

ープは、ラミセス等の情報共有システムに指示書の情報を入力し、現場で活動している測定分析担当と情報を共

有する。 

⑤ ＯＦＣ放射線班は、県災害対策本部原子力班に指示書を送付する。 

  

OFC

ＥＲＣ

県災害対策本部

ＥＭＣ

測定分析担当

情報収集管理グループ

企画調整グループ

原子力班

市町村

センター長

放射線班

放射線班

福島県庁 環境保全農業課 農林水産物 分析機関

水道水 分析機関

②指示書の送付

①指示書（案）の作成・承認

④指示書の送付

④指示書の情報共有

④指示書の情報共有

③指示書の送付

福島県庁 食品生活衛生課
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イ モニタリングの企画及び指示（農林水産物） 

 
① 企画調整グループは、情報収集管理グループを通じて、モニタリング実施計画に基づき調査する農林水産物の

項目の検討をＯＦＣ放射線班に依頼する。 

② ＯＦＣ放射線班は、県環境保全農業課を通じて、採取可能な農林水産物の調査品目についての情報を取得し、

情報収集管理グループに送付する。 

③ 情報収集管理グループはＯＦＣ放射線班から農林水産物の調査品目についての情報を受領し、企画調整グルー

プへ送付する。 

 

 
① 企画調整グループは、農林水産物モニタリングの指示書（案）（様式３－１）を作成し、センター長の承認を

得る。 

② 企画調整グループは、承認された指示書を情報収集管理グループへ送付する。 

③ 情報収集管理グループは、ＯＦＣ及びＥＲＣ放射線班に指示書を送付する。また、情報収集管理グループは、

ラミセス等の情報共有システムに指示書の情報を入力し、現場で活動している測定分析担当と情報を共有する。 

④ ＯＦＣ放射線班は、県環境保全農業課及び県災害対策本部原子力班に指示書を送付する。 

OFC

ＥＲＣ

県災害対策本部

ＥＭＣ

測定分析担当

情報収集管理グループ

企画調整グループ

原子力班

市町村

センター長

放射線班

放射線班

福島県庁 環境保全農業課 農林水産物 分析機

水道水 分析機関

③情報提供（農林水産物

モニタリング実施品目等）
①農林水産物モニタリング実施依頼

②モニタリング実施品目等の調整

福島県庁 食品生活衛生課

OFC

ＥＲＣ

県災害対策本部

ＥＭＣ

測定分析担当

情報収集管理グループ

企画調整グループ

原子力班

市町村

センター長

放射線班

放射線班

福島県庁 環境保全農業課 農林水産物 分析機

水道水 分析機関

②指示書の送付

①指示書（案）の作成・承認

③指示書の送付

④指示書の情報共有

④指示書の送付

福島県庁 食品生活衛生課
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 ウ 緊急時モニタリング結果の報告及び公表 

国原子力事故対策本部又は原子力災害対策本部は、ＥＭＣから報告を受けた緊急時モニ

タリング結果を速やかに解析・評価し、ホームページ等で公表することとしている。 

また、福島県災害対策本部は、ＥＭＣにおいて妥当性が確認された結果を速報としてホ

ームページ等で公表することとし、国原子力事故対策本部又は原子力災害対策本部による

解析・評価が得られ次第、速やかにその旨を掲載する。 

 

① 農林水産物 分析機関は、農林水産物モニタリングの結果をＦＡＸ又は電子メール等でＯＦＣ放射線班へ送付

する。 

水道水 分析機関は、水道水モニタリングの結果を食品生活衛生課を経由しＦＡＸ又は電子メール等で情報収

集管理グループへ送付する。 

測定分析担当は、モニタリングの結果をＦＡＸ、電子メール又はラミセス等で情報収集管理グループへ送付す

る。 

ＯＦＣ放射線班は、農林水産物モニタリングの結果を情報収集管理グループへ送付する。 

② 情報収集管理グループは、各モニタリングの結果を集約し、企画調整グループに報告する。 

③ 企画調整グループは、センター長に報告する。 

 

OFC

ＥＲＣ

県災害対策本部

ＥＭＣ

測定分析担当

情報収集管理グループ

企画調整グループ

原子力班

市町村

センター長

放射線班

放射線班

福島県庁 環境保全農業課 農林水産物 分析機

水道水 分析機関

②調査結果の報告

①調査結果の送付

①調査結果の送付

①調査結果の送付

①調査結果の送付

福島県庁 食品生活衛生課

③調査結果の報告
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① センター長は調査結果を承認する。 
② 企画調整グループは、情報収集管理グループに承認された調査結果を送付する。 

③ 情報収集管理グループは、承認された調査結果をＯＦＣ放射線班、各測定分析担当に送付する。ＯＦＣ放射線

班は県災害対策本部原子力班へ調査結果を通知する。 

※ 情報収集管理グループは承認された調査結果をラミセス等に情報共有システムに入力し、現場で活動している

測定分析担当及び県災害対策本部原子力班と情報を共有する。 

④ ＯＦＣ放射線班は、ＦＡＸ等を用いて市町村に調査結果を送付する。 

ＥＲＣ及び県災害対策本部は、調査結果をホームページ等で公表する。 

⑤ ＥＲＣ放射線班は、調査結果について評価を行い、企画調整グループに送付する。 

 

① 情報収集管理グループは、調査結果の評価をセンター長・企画調整グループ・測定分析担当・ＯＦＣ放射線班

に送付するとともに、ラミセス等の情報共有システムに入力し、現場で活動している測定分析担当及び県災害対

策本部原子力班と情報を共有する。 

② ＯＦＣ放射線班は、県災害対策本部原子力班・県環境保全農業課に調査結果の評価を送付する。 

③ ＯＦＣ放射線班は、合同対策協議会での説明資料を作成するとともに、同協議会において、福島県・関係市町

村へ評価結果を説明する。  

OFC

ＥＲＣ

県災害対策本部

ＥＭＣ

測定分析担当

情報収集管理グループ

企画調整グループ

原子力班

ＨＰ等で公表

市町村

センター長

放射線班

放射線班

福島県庁 環境保全農業課 農林水産物 分析機

水道水 分析機関

①調査結果の承認

③調査結果の送付

③調査結果の送付

③調査結果の送付
③調査結果の送付

②調査結果の送付 ④調査結果の送付

福島県庁 食品生活衛生課

⑤調査結果の評価の送付

公表

OFC

ＥＲＣ

県災害対策本部

ＥＭＣ

測定分析担当

情報収集管理グループ

企画調整グループ

原子力班

センター長

放射線班

放射線班

福島県庁 環境保全農業課 農林水産物 分析機

水道水 分析機関

①調査結果の評価の送付

福島県庁 食品生活衛生課

①調査結果の評価の送付

①調査結果の評価の送付

①調査結果の評価の送付

②調査結果の評価の送付

②調査結果の評価の送付

合同対策協議会

③調査結果の評価の説明
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７ 被ばく管理及び汚染管理 

（１）被ばく管理方法 

緊急時モニタリング要員へ個人被ばく線量計を配布するとともに、活動後に汚染検査を

実施し、様式５－１「個人被ばく管理報告書」に基づき被ばく管理を行う。 

緊急時モニタリング要員は、個人被ばく線量計を着用の上活動を行うこととし、拠点を

出発・帰着するごとに被ばく線量を記録する。 

 

（２）被ばく管理線量、撤退線量 

緊急時モニタリング要員の放射線防護に係る指標については、福島県地域防災計画（原

子力災害対策編）において次のように定められている。 

 

本県における緊急事態応急対策に従事する者の被ばく線量の指標は、以下の表のとおりとする。 

区分 線量の上限 

被ばくの可能性がある環境下で活動す

る場合 

実効線量：５年間につき１００mSvかつ１年間につき

５０mSv 

等価線量 

眼の水晶体：５年間につき１００mSvかつ１年間につ

き５０mSv 

皮膚：１年間につき５００mSv 

 

女性（妊娠する可能性がないと診断さ

れた者及び妊娠と診断された者を除

く） 

実効線量：３月間につき５mSv 

妊娠と診断された女性（妊娠と診断さ

れたときから出産までの間） 
内部被ばくによる実効線量：１mSv 

緊急作業を実施する者が、災害の拡大防

止、人命救助等緊急やむを得ない作業を

実施する場合（男性及び妊娠する可能性

がないと診断された女性） 

実効線量：１００mSv 

等価線量 

眼の水晶体：３００mSv 

皮膚：１Sv 

ただし、防災業務関係者の放射線防護に係る指標は上限であり、県は、防災活動に係る被ばく線

量をできる限り少なくするよう配慮するものとする。 

また、県が指定（地方）公共機関や民間事業者等に対して緊急事態応急対策の実施を依頼する場

合には、実効線量で１mSv を基本とする 

 

（３）被ばく防止対策 

放射性物質が検出された場合又はそのおそれがある場合には、ＥＭＣセンター長の責任

により、下記のとおり緊急時モニタリング要員の被ばく防護措置を実施する。ただし、現

地においてモニタリング要員が身の危険を感じた場合は、個人の判断により退避すること

とする。 

 ア 防護服等の着用 

必要に応じて、出動時に防護服、防護マスク等の適切な保護具を着用する。  

イ 安定ヨウ素剤の携行及び服用 
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放射性ヨウ素の放出又はそのおそれがある場合には、安定ヨウ素剤を携行する。なお、

安定ヨウ素剤の服用は、原子力規制委員会が服用の必要性を判断することとされており、

服用対象者の年齢、副作用の考慮、ヨウ素過敏症等の既往歴等に配慮しなければならない。 

ウ 緊急時モニタリング要員の汚染検査 

現地において活動した緊急時モニタリング要員について、汚染検査を実施する。 

特に、放射性ヨウ素が検出された地域で活動した緊急時モニタリング要員については、

甲状腺被ばく検査も併せて実施する。  

エ 資機材の汚染検査 

現地に携行した資機材について、汚染検査を実施する。 

オ 汚染が検出された場合の措置 

緊急時モニタリング要員及び資機材の汚染検査の結果、OIL４の設定値を超えた値が検

出された場合は、除染措置を行う等汚染の拡大防止に努める。OIL４の設定値については以

下のとおり。 

※１ 我が国において広く用いられているβ線の入射窓面積が20cm2 の検出器を利用した場

合の計数率であり、表面汚染密度は約120Bq/cm2 相当となる。他の計測器を使用して測

定する場合には、この表面汚染密度から入射窓面積や検出効率を勘案した計数率を求め

る必要がある。 

※２ ※１と同様、表面汚染密度は約40Bq/cm2 相当となり、計測器の仕様が異なる場合には、

計数率の換算が必要である。 

（出典元：原子力災害対策指針（令和６年９月１１日一部改正）） 

 

（４）機器の汚染防止対策 

機器の養生、作業の分業化ならびに区域管理を徹底するなど適切な汚染防止対策を行う

とともに、万が一汚染した場合は速やかに除染を行う。詳細については別途マニュアルに

定める。 

 

 

 

 

基準の種類 基準の概要  初期設定値 防護措置の概要 

ＯＩＬ４ 

不注意な経口

摂取、皮膚汚染

からの外部被

ばくを防止す

るため、除染を

講ずるための

基準 

β線：40,000 cpm ※１ 避難又は一時移転の

基準に基づいて避難

等した避難者等に避

難退域時検査を実施

して、基準を超える際

は迅速に簡易除染等

を実施。 

（皮膚から数cm での検出器の計数率） 

β線：13,000cpm ※２【１か月後の値】 

（皮膚から数cm での検出器の計数率） 



作成

種別
(○をつける)

グループ（班）

確認欄

内容

グループ長
センター長

（班長）

発信者 受信者

所属 所属
グループ（班）

指示　　　報告　　　情報提供　　　その他(　　　　　　　）

件名

発信日時 受信日時

様式１－１号
　　　　　　　年　　　　月　　　　日

時　　　　分
通信連絡票

発信先



様式２－１号

番号
派遣元
（記号）

氏名 性別
年齢

（記号）
配属

（記号）
解除日

　-01 男・女

　-02 男・女

　-03 男・女

　-04 男・女

　-05 男・女

　-06 男・女

　-07 男・女

　-08 男・女

　-09 男・女

　-10 男・女

　-11 男・女

　-12 男・女

　-13 男・女

　-14 男・女

　-15 男・女

　-16 男・女

　-17 男・女

　-18 男・女

　-19 男・女

　-20 男・女

要員管理簿（拠点：　　　　　　　）

派遣元
機関

A） 国、　　B） 福島県、　　C） 東京電力㈱、
D） (国研)日本原子力研究開発機構、
E）他都道府県、    F) 県内市町村、　　G） その他（　　　　　　　　　　　）

配属先
グループ

ア　センター長、代理、イ　企画調整Ｇ、ウ　情報収集管理Ｇ、
エ　測定分析担当（統括連絡班）、オ　測定分析担当（測定採取班）、
カ　測定分析担当（分析班）、キ　その他（　　　　　　　　　　　　）

受付日

年齢 ①　１０代、②　２０代、③　３０代、④　４０代、⑤　５０代、⑥　６０代以上



様式3-1号

　　　年　　　　月　　　　日（　　　　：　　　　）

（　　　　　　　　　　　　）殿

　　　　　　　　　　EMCセンター長
　　　　　　　　　（緊急時モニタリング班長）

□固定局

□可搬型ＭＰ

□モニタリングカー

□固定局（ヨウ素・ダスト）

□サンプラ設置

□採取・分析

□採取

□分析

□情報収集管理グループ　　　 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

指示書第　　　　　　号

緊急時モニタリング指示書

測定分析担当

採取・測定等
測 定 場 所

地 点 番 号　・　地 点 名

大気中
放射性物質

環境試料

その他
(特別指示項目)

実施項目

□

□ 線量率

（担当：　　　　　　　　　　連絡先：　　　　　　　　　　　　）

備考：

□

□

報告先：

報告頻度：

報告方法：　



様式4-1号
環境試料の核種分析結果

測定担当者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
班名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

試料名 採取地点 採取日時 測定日時 測定時間 測定結果（核種名）　単位 備考

（注）測定器は、ゲルマニウム半導体検出装置とする



様式5-1号

性別 年齢

μSv

【外部被ばく管理結果】

μSv

μSv

μSv

μSv

μSv

【身体汚染検査結果】

cpm

cpm

cpm

個人被ばく管理報告書

ふりがな
氏　　名

　　　　　　才

配　属 グループ　　　　　　　　　　　班　　　　　　　　　　　チーム

活動期間 年　　月　　日～　　　年　　月　　日 過去累積線量

活動年月日 主な活動地域 主な活動内容 被ばく線量

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

活動期間中累積線量

全累積線量
（過去累積線量を含む）

年　　月　　日

【注意】
　１　線量の記載欄には該当する単位にチェックを入れる。
　２　様式5-2号および様式5-3号を添付する。

除染後の汚染有無
汚染の程度

年　　月　　日

年　　月　　日

検査年月日
除染前の汚染有無

汚染箇所
除染等措置の内容



様式5-2号

μSv

読取値 読取値

μSv

μSv

μSv

μSv

μSv

μSv

μSv

μSv

μSv

μSv

μSv

μSv

配　属 グループ　　　　　　　　　　　班　　　　　　　　　　　チーム

日線量記録表

ふりがな
氏　　名

過去累積線量

線量計
番号

配布時 回収時
差引線量

活動場所
および活動内容日時 日時

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

年　　月　　日
時　　　分

日累積線量

全累積線量
（過去累積線量を含む）

【注意】
　１　線量の記載欄には該当する単位にチェックを入れる。
　２　本記録表は様式5-1号に添付する。



様式5-3号

【測定器情報】

【身体汚染検査結果】 注）　表面から概ね１cm離して測定する。　除染措置基準 ： 40 Bq/㎠

汚染 汚染

① cpm cpm

② cpm cpm

③ cpm cpm

④ cpm cpm

⑤ cpm cpm

甲状腺 μSv/h

検査日時 年　　　　　月　　　　　日　　　　　時　　　　　分 測定者

身体汚染状況測定記録表

ふりがな
氏　　名

配　属 グループ　　　　　　　　　　　班　　　　　　　　　　　チーム

ＧＭ管式サーベイメータ
ＮａＩ（またはCsI）シンチレーション式

サーベイメータ

型式、管理番号

バックグラウンド値 cpm μSv/h

換算係数 Bq/㎠/cpm kBq/(μSv/h)

正面 背面 部位
除染前 除染後

測定値（除B.G.） 測定値（除B.G.）

備考

【汚染検査結果記載の注意】
　１　測定部位が分かるよう、絵に印および番号を示す。
　２　測定値欄には、予め測定したﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ値を差し引いた正味の値を記入する。
　３　測定値に換算係数を乗じ、40 Bq/㎠ を超えた場合は汚染有りとし、除染等を行う。
　４　除染等措置の内容欄には、該当する項目にチェックを入れる。

【その他注意】
　１　本記録表は様式5-1号に添付する。

創傷部位と汚染の有無

除染等措置の内容 □更衣　□皮膚拭取り　□皮膚洗浄　□傷口洗浄　□その他（　　　　　　　　）



様式5-4号

【測定器情報】

【資機材等汚染検査結果】
注）　除染措置基準 ： >40 Bq/㎠

汚染 汚染

① cpm cpm

② cpm cpm

③ cpm cpm

④ cpm cpm

⑤ cpm cpm

⑥ cpm cpm

使用者 グループ　　　　　　　　　　　班　　　　　　　　　　　チーム

資機材等汚染状況測定記録表

資機材等名称 管理番号

検査日時 年　　　　　月　　　　　日　　　　時　　　分 測定者

ＧＭ管式サーベイメータ

型式、管理番号

換算係数 Bq/㎠/cpm

バックグラウンド値 cpm

【汚染検査結果記載の注意】
　１　測定部位が分かるよう、絵に印および番号を示す。
　２　測定値欄には、予め測定したﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ値を差し引いた正味の値を記入する。
　３　測定値に換算係数を乗じ、除染措置基準（40 Bq/㎠）を超えた場合は汚染有りとし、
　　除染等を行う。
　４　除染等措置の内容欄には、該当する項目にチェックを入れる。

測定値（除B.G.）

除染等措置の内容 □表面拭取り　□洗浄　□養生保管　□その他（　　　　　　　　）

備考

資機材等の絵 部位
除染前 除染後

測定値（除B.G.）



参考資料


















